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１ 地方公務員給与制度関係資料（平成30年）

⑴ 人事院勧告

平成30年８月10日

衆議院議長 大 島 理 森 殿

参議院議長 伊 達 忠 一 殿

内閣総理大臣 安 倍 晋 三 殿

人事院総裁 一 宮 なほみ

人事院は、国家公務員法、一般職の職員の給与に関する法律等の規定に基づき、一般職の職員の給与に

ついて別紙第１のとおり報告し、別紙第２のとおり勧告する。あわせて、公務員人事管理について別紙第

３のとおり報告する。

別紙第１

職員の給与に関する報告

第１ 給与勧告制度の基本的考え方

国家公務員法第28条は、国家公務員の給与について、国会により社会一般の情勢に適応するように随

時変更することができるとしており、本院には、その変更に関して勧告することを怠ってはならないと

するとともに、国会及び内閣に対し、毎年、少なくとも１回、俸給表が適当であるかどうかについて報

告を行う責務を課している。

国家公務員は、その地位の特殊性及び職務の公共性に鑑み、憲法で保障された労働基本権が制約され

ており、本院の給与勧告は、労働基本権制約の代償措置として、国家公務員に対し、社会一般の情勢に

適応した適正な給与を確保する機能を有するものである。給与勧告においては、従来より、給与水準の

改定のみならず、俸給制度及び諸手当制度の見直しも行ってきている。

また、国家公務員法第３条は、職員の利益の保護を人事院の基本的役割としており、本院が給与勧告

を通じて国家公務員に適正な処遇を確保することは、職務に精励している国家公務員の士気の向上、公

務における人材の確保や労使関係の安定にも資するものであり、能率的な行政運営を維持する上での基

盤となっている。

給与勧告では、国家公務員の給与水準を民間企業従業員の給与水準と均衡させること（民間準拠）を

基本としている。民間準拠を基本とするのは、国家公務員も勤労者であり、勤務の対価として適正な給

与を支給することが必要とされる中で、公務においては、民間企業と異なり、市場の抑制力という給与

決定上の制約が存しないこと等から、その給与水準は、その時々の経済・雇用情勢等を反映して労使交

渉等によって決定される民間の給与水準に準拠して定めることが最も合理的であると考えられることに

よる。

国家公務員の給与と民間企業従業員の給与との比較においては、主な給与決定要素を同じくする者同

士の４月分の給与額を対比させ、精密に比較を行っている。また、「職種別民間給与実態調査」は、企業
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規模50人以上、かつ、事業所規模50人以上の事業所を調査対象として実施し、これらの事業所の民間企

業従業員の給与との比較を行っている。

比較方法については、給与は、一般的に、職種を始め、役職段階、勤務地域、学歴、年齢等の要素を

踏まえてその水準が定まっていることから、両者の給与の単純な平均値ではなく、給与決定要素を合わ

せて比較（同種・同等比較）することが適当である。

また、調査対象については、企業規模50人以上の多くの民間企業は公務と同様、部長、課長、係長等

の役職段階を有しており、公務と同種・同等の者同士による給与比較が可能であることに加え、現行の

調査対象となる事業所数であれば、実地による精緻な調査が可能であり、調査の精確性を維持すること

ができること等から、現行の調査対象が適当である。

本年の勧告においても、従来と同様の方法を用いて民間給与との比較を行うことにより、国家公務員

に対し、社会一般の情勢に適応した適正な給与を確保していくこととする。

第２ 官民給与の状況と給与改定

１ 公務員給与を取り巻く諸情勢

⑴ 民間における最近の賃金・雇用情勢等

「毎月勤労統計調査」（厚生労働省、事業所規模30人以上）によると、本年４月のパートタイム労

働者を除く一般労働者の所定内給与及び所定外給与は、それぞれ昨年４月に比べ0.7％の増加、0.8％

の減少となっている。

本年４月の消費者物価指数（総務省、全国）は、昨年４月に比べ0.6％上昇している。また、「家

計調査」（総務省、全国）によると、本年４月の勤労者世帯の消費支出は、昨年４月に比べ名目で1.5％、

実質で0.7％の増加となっている。

本院は、従来より、国民一般の標準的な生活の水準を求めるため、標準生計費を算定している。

具体的には、１人世帯にあっては「全国消費実態調査」（総務省）を、２人以上の世帯にあっては「家

計調査」をそれぞれ基礎として、各年４月における世帯人員別の標準生計費を算定しており、本年

においては、１人世帯が116,930円、２人世帯が150,690円、３人世帯が186,520円、４人世帯が

222,350円となっている。

「労働力調査」（総務省）によると、本年４月の完全失業率（全国）は、昨年４月から0.3ポイント

低下して2.5％（季節調整値）となっている。また、本年１月～３月期の雇用者数は、正規の従業員

が3,423万人（雇用者全体の61.8％）、非正規の従業員が2,117万人（同38.2％）となっている。

「一般職業紹介状況」（厚生労働省）によると、本年４月の有効求人倍率は昨年４月から0.12ポイ

ント上昇して1.59倍（季節調整値）、本年４月の新規求人倍率は昨年４月から0.20ポイント上昇して

2.37倍（季節調整値）となっている。

（参考資料 ４ 生計費関係 参照）

（参考資料 ５ 労働経済関係 参照）

⑵ 行政執行法人（旧現業）の給与改定

行政執行法人のうち、かつて国の現業であった独立行政法人造幣局及び独立行政法人国立印刷局

の職員の給与改定については、中央労働委員会に対して調停の申請がなされ、本年４月から基準内

賃金を１人当たり0.38％相当額の原資をもって引き上げることを内容とする調停案を労使双方が受
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諾して決着した。

⑶ 有識者の意見

本院は、国家公務員の給与改定を検討するに当たって、例年同様、全国52都市において有識者の

参加による公務員問題懇話会や中小企業経営者等との意見交換を行った。

この懇話会等において、本院は、給与勧告の仕組みや高齢層職員の能力及び経験の活用に向けた

取組等について説明し、意見交換を行っている。その意見交換において有識者から出された主な意

見は、次のとおりである。

国家公務員の給与については、現行の給与水準について妥当とする意見が多かった。他方、国に

優秀な人材を確保する必要性を踏まえればより高い給与を支給すべきとの意見、地域によっては企

業規模50人以上の企業は少数であり、より小規模の企業の給与の実態も反映すべきとの意見等も

あった。

定年の引上げについては、労働力人口が減少する中で必要な措置である、国が率先して行うべき

である等の意見が多かった。また、一律ではなく健康で意欲のある職員に働いてもらうようにする

必要がある、職員の能力及び経験を本格的に活用できるようにすることが前提であり、処遇目的と

受け取られるようなこととなってはならない等の意見があった。制度設計に当たっては、人件費抑

制の観点から60歳を超える職員の給与水準は一定程度引き下げる必要がある、組織活力を維持する

ため役職定年を設ける必要がある等の意見があった。

また、昨今、行政や公務員の信頼を揺るがすような事案が発生しており、改めて職員一人一人が

高い倫理感と使命感を持って、その職責を果たしていくことが必要である等の意見がみられた。

２ 本年の国家公務員給与と民間給与の実態

⑴ 国家公務員給与の状況

本院は、「平成30年国家公務員給与等実態調査」を実施し、一般職の職員の給与に関する法律（給

与法）が適用される常勤職員の給与の支給状況等について全数調査を行った。

民間給与との比較を行っている行政職俸給表（一）適用職員（140,093人、平均年齢43.5歳）の平

均給与月額は410,940円となっており、税務署職員、刑務官等を含めた職員全体（252,882人、同43.1

歳）の平均給与月額は417,230円となっている。

（注） 平均給与月額とは、俸給、地域手当、俸給の特別調整額（管理職手当）、扶養手当、住居手

当等（所定外給与である超過勤務手当等及び実費弁償的な性格の通勤手当等の手当を除く。）

の全ての給与の平均月額をいう。

（参考資料 １ 国家公務員給与関係 参照）

⑵ 民間給与の状況

ア 職種別民間給与実態調査

本院は、企業規模50人以上、かつ、事業所規模50人以上の全国の民間事業所約58,400（母集団

事業所）のうちから、層化無作為抽出法によって抽出した約12,500の事業所を対象に、「平成30年

職種別民間給与実態調査」を実施した。
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この調査では、公務の行政職俸給表（一）と類似すると認められる事務・技術関係22職種の約

48万人及び研究員、医師等54職種の約５万人について、本年４月分として個々の従業員に実際に

支払われた給与月額及び当該従業員の役職段階、学歴、年齢等を実地に詳細に調査するとともに、

各民間企業における給与改定の状況等を調査している。また、民間事業所における昨年冬と本年

夏の特別給の状況等を把握するため、昨年８月から本年７月までの直近１年間の支給実績につい

ても調査している。

本年の調査完了率は、民間事業所の理解を得て、88.2％と極めて高いものとなっており、調査

結果は広く民間事業所の給与の状況を反映したものといえる。

イ 調査の実施結果

本年の「職種別民間給与実態調査」により把握した民間給与の状況は、次のとおりである。

ア 初任給の状況

企業全体として見た場合に新規学卒者の採用を行った事業所の割合は、大学卒で49.3％（昨

年48.2％）、高校卒で29.1％（同27.1％）となっている。そのうち、初任給について、増額した

事業所の割合は、大学卒で34.3％（同32.0％）、高校卒で36.8％（同36.9％）、据え置いた事業

所の割合は、大学卒で65.5％（同67.8％）、高校卒で62.7％（同62.7％）となっている。

イ 給与改定の状況

別表第１に示すとおり、民間事業所においては、一般の従業員（係員）について、ベースアッ

プを実施した事業所の割合は30.5％（昨年27.4％）、ベースダウンを実施した事業所の割合は

0.1％（同0.1％）となっている。

また、別表第２に示すとおり、一般の従業員（係員）について、定期に行われる昇給を実施

した事業所の割合は87.1％（昨年87.1％）となっている。昇給額については、昨年に比べて増

額となっている事業所の割合は30.1％（同27.2％）、減額となっている事業所の割合は4.1％（同

5.2％）となっている。

（参考資料 ２ 民間給与関係 参照）

３ 本年の国家公務員給与と民間給与との比較

⑴ 月例給

本院は、「国家公務員給与等実態調査」及び「職種別民間給与実態調査」の結果に基づき、公務に

おいては一般の行政事務を行っている常勤の行政職俸給表（一）適用職員、民間においては公務の

行政職俸給表（一）と類似すると認められる職種（事務・技術関係職種）の常勤の従業員について、

主な給与決定要素である役職段階、勤務地域、学歴、年齢を同じくする者同士の４月分の給与額（公

務にあっては平均給与月額、民間にあっては所定内給与の月額から通勤手当の月額を減じた額）を

対比させ、国家公務員の人員数のウエイトを用いて精密に比較（ラスパイレス方式）を行ってきて

いる。

本年４月分の給与について、官民較差を算出したところ、別表第３に示すとおり、国家公務員給

与が民間給与を１人当たり平均655円（0.16％）下回っていた。

⑵ 特別給

本院は、民間における特別給の支給割合（月数）を算出し、これを国家公務員の期末手当・勤勉
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手当の年間の平均支給月数と比較した上で、0.05月単位で改定を行ってきている。

本年の「職種別民間給与実態調査」の結果、昨年８月から本年７月までの１年間において、民間

事業所で支払われた特別給は、別表第４に示すとおり、年間で所定内給与月額の4.46月分に相当し

ており、国家公務員の期末手当・勤勉手当の年間の平均支給月数（4.40月）が民間事業所の特別給

の支給割合を0.06月分下回っていた。

４ 本年の給与の改定等

⑴ 改定の基本方針

ア 月例給

前記３⑴のとおり、本年４月時点で、国家公務員の月例給が民間給与を655円（0.16％）下回っ

ていることから、民間給与との均衡を図るため、月例給の引上げ改定を行う必要がある。この改

定は、本年４月時点の比較に基づいて公務員給与と民間給与を均衡させるためのものであること

から、同月に遡及して実施する必要がある。

月例給の改定に当たっては、本年の民間給与との較差の程度を踏まえ、基本的な給与である俸

給を引き上げることとする。

イ 特別給

前記３⑵のとおり、国家公務員の期末手当・勤勉手当の年間の平均支給月数が民間事業所の特

別給の支給割合を0.06月分下回っていた。

このため、特別給については、昨年８月から本年７月までの１年間における民間の特別給の支

給割合に見合うよう、支給月数を0.05月分引き上げる必要がある。

支給月数の引上げ分の期末手当及び勤勉手当への配分に当たっては、民間の特別給の支給状況

等を踏まえつつ、勤務実績に応じた給与を推進するため、引上げ分を勤勉手当に配分することと

する。

⑵ 改定すべき事項

ア 俸給表

（行政職俸給表（一））

民間との給与比較を行っている行政職俸給表（一）について、平均0.2％引き上げることとする。

具体的には、総合職試験（大卒程度）、一般職試験（大卒程度）及び一般職試験（高卒者）に係

る初任給について、民間の初任給との間に差があること等を踏まえ、1,500円引き上げることとし、

若年層についても1,000円程度の改定を行う。その他については、それぞれ400円引き上げること

を基本とする。再任用職員の俸給月額についても、この取扱いに準じて改定を行う。

（行政職俸給表（一）以外の俸給表）

行政職俸給表（一）以外の俸給表についても、行政職俸給表（一）との均衡を基本に所要の改

定を行う。指定職俸給表については、参考としている民間企業の役員報酬を下回っているが、行

政職俸給表（一）10級の改定額を勘案し、改定を行わない。

イ 初任給調整手当

国の医療施設に勤務する医師に対する初任給調整手当について、医療職俸給表（一）の改定状

況を勘案し、医師の処遇を確保する観点から、所要の改定を行う。
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ウ 期末手当・勤勉手当

期末手当・勤勉手当については、昨年８月から本年７月までの１年間における民間の特別給の

支給割合との均衡を図るため、支給月数を0.05月分引き上げ、4.45月分とする。支給月数の引上

げ分は、本年度については、12月期の勤勉手当に配分し、平成31年度以降においては、６月期及

び12月期の勤勉手当が均等になるよう配分する。また、指定職俸給表適用職員及び再任用職員の

勤勉手当（指定職俸給表の適用を受ける再任用職員の勤勉手当を除く。）並びに任期付研究員及び

特定任期付職員の期末手当についても、同様に支給月数を引き上げることとする。

このほか、平成31年度以降においては、６月期及び12月期の期末手当が均等になるよう配分す

る。

エ 宿日直手当

宿日直手当について、宿日直勤務対象職員の給与の状況を踏まえ、所要の改定を行う。

⑶ その他の課題（住居手当）

住居手当については、公務員宿舎の削減等により受給者の増加が続いている。引き続き、住居手

当の受給状況を注視しつつ、職員の家賃負担の状況、民間における住宅手当の支給状況等を踏まえ、

宿舎使用料の引上げも考慮して、必要な検討を行っていくこととする。

第３ 給与勧告実施の要請

人事院の給与勧告制度は、国家公務員は憲法で保障された労働基本権が制約されているため、代償措

置として、情勢適応の原則に基づき国家公務員の給与水準を民間の給与水準に合わせるとともに必要な

給与制度の見直しを行うことにより、国家公務員の適正な処遇を確保しようとするものである。

近年、行政需要が増大し、複雑化する中で、効率的な業務遂行と行政サービスの一層の向上を図るた

め、個々の職員が高い士気を持って困難な諸課題に立ち向かうことが強く求められている。

民間準拠により給与を決定する仕組みを通じて、職務に精励している国家公務員に適正な給与を支給

することは、職員の努力や実績に報いるとともに、人材の確保にも資するものであり、組織活力の向上、

労使関係の安定等を通じて、行政の効率的、安定的な運営に寄与するものである。

国会及び内閣におかれては、このような人事院勧告制度の意義や役割に深い理解を示され、別紙第２

の勧告どおり実施されるよう要請する。
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別表第２ 民間における定期昇給の実施状況 （平成30年職種別民間給与実態調査）
（単位：％）

項目

役職
段階

定期昇給
制度なし

定期昇給
制度あり 定期昇給実施 定期昇

給中止増額 減額 変化なし

係 員 88.4 87.1 30.1 4.1 52.9 1.3 11.6

課 長 級 82.4 81.0 27.4 4.2 49.4 1.4 17.6

(注) 定期昇給の有無が不明、定期昇給の実施が未定及びベースアップと定期昇給を分離する
ことができない事業所を除いて集計した。

別表第１ 民間における給与改定の状況 （平成30年職種別民間給与実態調査）
（単位：％）

項目

役職
段階

ベースアップ
実施

ベースアップ
中止 ベースダウン ベースアップ

の慣行なし

係 員 30.5 6.0 0.1 63.4

課 長 級 25.4 6.9 0.1 67.6

(注) ベースアップ慣行の有無が不明及びベースアップの実施が未定の事業所を除いて集計した。

別表第３ 国家公務員給与と民間給与との較差

民 間 給 与

①

国 家 公 務 員 給 与

②

較 差
①－②（円）

①－②
② ×100 (％)

⎧
｜
⎩

⎫
｜
⎭

411,595円 410,940円 655円
（0.16％）

(注) 民間、国家公務員ともに、本年度の新規学卒の採用者は含まれていない。
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別表第４ 民間における特別給の支給状況
区分

項目
事務・技術等従業員 技能・労務等従業員

平均所定内給与月額
下半期（A1）
上半期（A2）

円
379,753
381,147

円
280,139
281,423

特 別 給 の 支 給 額
下半期（B1）
上半期（B2）

円
832,466
866,023

円
529,480
528,454

特別給の支給割合
下半期 B1

A1
⎧
｜
⎩

⎫
｜
⎭

上半期 B2
A2

⎧
｜
⎩

⎫
｜
⎭

月分
2.19

2.27

月分
1.89

1.88

年 間 の 平 均 4.46月分

(注) １ 下半期とは平成29年８月から平成30年１月まで、上半期とは同年２月から７月まで
の期間をいう。
２ 年間の平均は、特別給の支給割合を国家公務員の人員構成に合わせて求めたもので
ある。

備考 国家公務員の場合、現行の年間支給月数は、平均で4.40月である。



別紙第２

勧 告

次の事項を実現するため、一般職の職員の給与に関する法律（昭和25年法律第95号）、一般職の任期付研

究員の採用、給与及び勤務時間の特例に関する法律（平成９年法律第65号）及び一般職の任期付職員の採

用及び給与の特例に関する法律（平成12年法律第125号）を改正することを勧告する。

１ 一般職の職員の給与に関する法律の改正

⑴ 俸給表

現行の俸給表（指定職俸給表を除く。）を別記第１のとおり改定すること。

⑵ 諸手当

ア 初任給調整手当について

ア 医療職俸給表（一）の適用を受ける医師及び歯科医師に対する支給月額の限度を414,800円とす

ること。

イ 医療職俸給表（一）以外の俸給表の適用を受ける医師及び歯科医師で、医学又は歯学に関する

専門的知識を必要とする官職にあるものに対する支給月額の限度を50,800円とすること。

イ 宿日直手当について

勤務１回に係る支給額の限度を、通常の宿日直勤務は4,400円、医師又は歯科医師の宿日直勤務は

21,000円、人事院規則で定める特殊な業務を主とする宿日直勤務は7,400円（執務時間が通常の執務

日の２分の１の時間である日の退庁時から引き続く場合にあっては、それぞれ6,600円、31,500円、

11,100円）とし、常直勤務に係る支給月額の限度を22,000円とすること。

ウ 期末手当及び勤勉手当について

ア 平成30年12月期の支給割合

ａ ｂ及び指定職俸給表の適用を受ける職員以外の職員

勤勉手当の支給割合を0.95月分（再任用職員にあっては、0.475月分）とすること。

ｂ 特定管理職員

勤勉手当の支給割合を1.15月分（再任用職員にあっては、0.575月分）とすること。

ｃ 指定職俸給表の適用を受ける職員（再任用職員を除く。）

勤勉手当の支給割合を1.0月分とすること。

イ 平成31年６月期以降の支給割合

ａ ｂ及び指定職俸給表の適用を受ける職員以外の職員

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.3月分（再任用職員にあっては、

それぞれ0.725月分）とし、６月及び12月に支給される勤勉手当の支給割合をそれぞれ0.925月

分（再任用職員にあっては、それぞれ0.45月分）とすること。

ｂ 特定管理職員

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.1月分（再任用職員にあっては、

それぞれ0.625月分）とし、６月及び12月に支給される勤勉手当の支給割合をそれぞれ1.125月
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分（再任用職員にあっては、それぞれ0.55月分）とすること。

ｃ 指定職俸給表の適用を受ける職員（勤勉手当にあっては、再任用職員を除く。）

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ0.7月分（再任用職員にあっては、

それぞれ0.375月分）とし、６月及び12月に支給される勤勉手当の支給割合をそれぞれ0.975月

分とすること。

２ 一般職の任期付研究員の採用、給与及び勤務時間の特例に関する法律の改正

⑴ 俸給表

現行の俸給表を別記第２のとおり改定すること。

⑵ 期末手当について

ア 平成30年12月期の支給割合

期末手当の支給割合を1.7月分とすること。

イ 平成31年６月期以降の支給割合

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.675月分とすること。

３ 一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する法律の改正

⑴ 俸給表

現行の俸給表を別記第３のとおり改定すること。

⑵ 特定任期付職員の期末手当について

ア 平成30年12月期の支給割合

期末手当の支給割合を1.7月分とすること。

イ 平成31年６月期以降の支給割合

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.675月分とすること。

４ 改定の実施時期

この改定は、平成30年４月１日から実施すること。ただし、１の⑵のウのア、２の⑵のア及び３の⑵

のアについてはこの勧告を実施するための法律の公布の日から、１の⑵のウのイ、２の⑵のイ及び３の

⑵のイについては平成31年４月１日から実施すること。
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別紙第３

公務員人事管理に関する報告

行政運営の基盤は、公務や公務員に対する国民の信頼にある。今般、決裁文書の改ざん、幹部職員によ

るセクシュアル・ハラスメント等の問題により、国民の信頼を大きく損なう事態が生じていることは誠に

遺憾であり、その回復に全力を挙げる必要がある。

不祥事に対しては、厳正な対応と再発防止措置を講ずることが急務であり、まずは各府省において職員

に対する服務規律の保持等に関して改めて厳格な姿勢で臨む必要がある。一度損なわれた信頼の回復は容

易ではない。その長い道のりを支える要となるのは、個々の職員の意識と矜持である。多くの国家公務員

が様々な公務職場で真摯に業務に従事しているが、それぞれが改めて自らを省み、高い倫理感・使命感を

持って職務を遂行することが重要である。

そのためには、実効性ある人事行政上の取組が求められる。

公務職場においては、少子高齢化や厳しい人材確保競争の中で、様々な人事行政の課題に直面している。

とりわけ、社会全体において働き方改革の動きが進む中、有為の人材を確保し、職員が意欲を持って生き

生きと働くことを可能とするための長時間労働是正などは、公務にとっても先送りできない課題となって

いる。

さらに、平成28年度及び平成29年度の年次報告書で示した職員意識調査の結果なども踏まえて、それぞ

れの職員が今後の職業生活やキャリアに希望を持てるような職場を作っていくことは、公務全体の能率を

将来にわたり維持・向上させる上で重要である。

こうした観点から、個々の職員のキャリア形成やワーク・ライフ・バランスに関する状況も踏まえた公

務職場の活性化に向けた取組を、着実に進める必要がある。

本院は、以上のような認識に基づき、採用から退職に至るまでの公務員人事管理全般について取組を進

め、多様な有為の職員が、高い倫理感・使命感を持って国民のために職務に精励する公務職場の実現に向

けて努力していく。具体的な課題や取組の方向性は以下のとおりである。

１ 国民の信頼回復に向けた取組

⑴ 研修等を通じた倫理感・使命感のかん養

国民本位の公正な行政の実現のためには、公務員一人一人が、国民全体の奉仕者としての高い倫理

感や使命感を持ち、日々の職務に精励することが不可欠であり、公務員に対する国民の信頼を取り戻

すためには、職員が自らの果たすべき役割を改めて自覚する必要がある。その際、例えば、仮に日々

の業務において不適切な場面に接した場合にいかに対応すべきなのか、自らの所属組織や職務に即し

て発生し得る事例やそれに対してとるべき行動を具体的に考えるなど、それぞれが自分の問題として

捉えることが肝要である。そうした意識のかん養のためには、研修等の機会を通じた職員への定期

的・継続的な意識啓発が求められる。

このような認識に立ち、本院は、自らが主催する各府省職員に対する行政研修等において、職業公

務員として守るべき行動規範に対する認識について再度徹底を図る。また、倫理に係る研修教材の作

成・配布や有識者による講演会等の啓発活動について、必要な改善を加えつつ着実に実施する。さら
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に、職員の模範となるべき幹部職員に対しては、幹部としての役割を再認識させるための研修を実施

することとする。これらの施策を通じ、国民からの信頼回復に向けた各府省における取組を支援して

いく。

⑵ セクシュアル・ハラスメント防止対策

セクシュアル・ハラスメント（以下「セクハラ」という。）の防止については、平成10年に人事院規

則10－10（セクシュアル・ハラスメントの防止等）を制定し、各省各庁の長の責務や職員の責務等を

定め、研修の実施や相談体制の整備などの枠組みを作るとともに、「懲戒処分の指針」にセクハラに対

する処分の標準例を明記した。以来、本院では、セクハラ防止週間の設定、シンポジウム、講演会等

による職員に対する意識啓発等のほか、各府省の相談員を対象にセミナーを開催して相談スキルの向

上を図るなど、セクハラを公務から徹底排除するよう取組を進めてきたところである。

しかしながら、懲戒処分に至る事案が引き続き起きており、また、近時においては本府省の幹部職

員が関係するような事案も発生し、規則の内容が十分に理解されていないなどの問題があることが判

明した。このため、本年５月には、本院は各府省に対し、セクハラに関する基本的な事項について改

めて全職員に周知徹底すること、幹部職員及び管理職員を積極的に研修に参加させることなどを求め

る通知を発出したところである。

そうした中、政府においても検討が進められ、本年６月12日、すべての女性が輝く社会づくり本部

において「セクシュアル・ハラスメント対策の強化について～メディア・行政間での事案発生を受け

ての緊急対策～」が決定され、これを受け、同月13日には、内閣府特命担当大臣（男女共同参画担当）

から人事院総裁に対し、各府省から独立した外部の者からの相談窓口設置等のセクハラ対策の強化に

向けた必要な対応の検討要請が行われた。

本院としては、この要請も踏まえ、具体的な体制等を検討・整備し外部の者からの相談窓口を本院

に設けることとするとともに、各府省における現在のセクハラ防止対策の取組状況を把握しながら、

課長級職員・幹部職員への研修の義務化、新たな研修教材の作成等セクハラ防止に必要な対策につい

て検討し、所要の措置を講じていく。

⑶ 公文書の不適正な取扱いに対する懲戒処分の明確化

職員の不祥事が生じた場合には、任命権者が必要な懲戒処分を行うこととなるが、任命権者がその

処分量定を決定するに当たっての参考に供することを目的として、本院は「懲戒処分の指針」を発出

しており、これまでも社会情勢の変化等に応じて必要な改正を行ってきている。

決裁文書の改ざん等の公文書管理をめぐる問題については、本年６月５日に開催された行政文書の

管理の在り方等に関する閣僚会議において、内閣総理大臣から内閣府特命担当大臣（公文書管理担当）

に対し、公文書に関するコンプライアンス意識の改革を促す実効性のある取組の推進が指示され、こ

れを受け、同月７日には、同大臣から人事院総裁に対し、公文書の不適正な取扱いに対する懲戒処分

の量定の指針を明らかにするよう「懲戒処分の指針」の改正について検討要請が行われた。

本院としては、刑法の公文書偽造等の刑罰規定や、本年７月20日の上記閣僚会議において取りまと

められた「公文書管理の適正の確保のための取組について」で示された決裁文書の管理の在り方の見

直しに伴い定められるルールなどを踏まえ、これまでの公文書に関する懲戒処分の処分例も考慮して、

公文書の不適正な取扱いに関する代表的な事例及びそれぞれにおける標準的な処分量定を「懲戒処分

の指針」に追加することとする。
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上記「懲戒処分の指針」においては、公文書を偽造等した場合や毀棄した場合、あるいは決裁文書

を改ざんした場合の標準的な処分量定を免職又は停職とすることを明確にする。

２ 人材の確保及び育成

⑴ 人材の確保

より良い行政を実現するためには、国民全体の奉仕者として変化する社会に対応できる人材の確保

が重要である。近年の採用をめぐる動向を見ると、若年人口の減少の中で、民間企業・地方公共団体

等の高い採用意欲等も背景に、国家公務員については、優秀な人材層の確保が厳しい状況にある。

社会に求められる政策を的確に企画立案し、決定された政策を適切に執行できる優秀かつ多様な人

材を確保するため、公務においても働き方改革をより一層推進するとともに、学生向けの説明会にお

いて、国家公務員が社会への貢献とやりがいを感じられる仕事であることを伝え、魅力をアピールで

きるようにするなど、このような人材に係るニーズと具体的に結び付けながら、各府省等と連携した

施策を引き続き展開することとする。

また、女性活躍推進のための取組として、職業生活への多様な支援等に関する情報提供などにより、

女性の進路選択における公務志望に結び付けられるようにしていく。技術系や地方大学等の人材につ

いても、各受験者層に応じた施策を展開することとする。

さらに、民間人材に対する取組として、多様な経験を有し職務に係る能力の高い人材を公務外から

確保できる有用な方策である経験者採用試験について、今後とも各府省のニーズを的確に把握し、一

層の活用を図っていく。

⑵ 人材の育成

人材の育成については、ますます増加する行政課題に対し、職員は高い意欲を持って効率的に行政

を運営していくことが求められている。そのような中で、執務を通じた人材育成（OJT）だけではな

く、それを補完する執務を離れた研修（Off-JT）も重要である。

また、職員意識調査の結果によれば、能力や専門性の向上についての職員の関心は高い一方、今後

のキャリア形成等に関する不安や上司の指導に関する不満も明らかとなっており、こうした点に留意

しつつ、職員の能力向上等を図っていくことが必要である。

本院としては、上記のような認識の下、部下育成に資するマネジメント能力の向上に向けた研修、

若手職員や女性職員のキャリア形成を支援するための研修等の実施について、職員意識調査の結果等

も踏まえながら、積極的に取り組むこととする。

⑶ 成績主義の原則に基づく人事管理

職員の任用において、人事行政の公正の確保のためには、国家公務員法の趣旨に従って、成績主義

の原則に基づく人事管理が行われなければならない。職員の昇任等については、近時の不祥事も踏ま

えれば、当該職員が高い倫理感を持って職務に臨んでいるか、部下に対して倫理感の観点からの指導

を行っているかについても各任命権者が十分に留意することが重要であり、本院としても、様々な機

会を捉え、各府省に対して徹底を図ることとする。

また、今後とも、職員の昇進管理などについては、人事評価等の能力の実証に基づき、適材適所の

登用・配置や、勤務成績が不良である職員の降任・免職を含む厳正な対応を行うとともに、給与につ

いても、人事評価結果の的確な反映を徹底することが求められる。このため、本院としても、引き続
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き、各府省に対して必要な指導や支援を行っていく。なお、人事評価の結果を任用、分限、給与等へ

活用する前提として、各府省において人事評価を実施する際、職員の能力及び業績を適切に把握し、

下位の評語を含め、それぞれの評語の水準に応じた適正な評価を行うことが肝要である。

３ 働き方改革と勤務環境の整備等

⑴ 長時間労働の是正

現在、我が国においては、長時間労働の是正、多様で柔軟な働き方の実現、雇用形態にかかわらな

い公正な待遇の確保等のため働き方改革が進められており、先の国会で働き方改革を推進するための

関係法律の整備に関する法律が成立した。これにより、民間労働者については、いわゆる三六協定で

定める時間外労働の上限等が定められ、来年４月から施行されることとなった。

国家公務員の超過勤務は、公務のため臨時又は緊急の必要がある場合に各省各庁の長から命じられ

て行うものとされており、民間労働者の時間外労働と枠組みは異なっている。しかしながら、公務に

おいても職員の健康保持や人材確保の観点等から長時間労働を是正すべき必要性は異なるものではな

く、超過勤務の縮減に取り組んでいく必要がある。

国家公務員については、これまで、本院が「超過勤務の縮減に関する指針」で年間の超過勤務の上

限目安時間数を示してきたが、民間労働法制の改正を踏まえ、超過勤務命令を行うことができる上限

を、一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する法律に基づき人事院規則で定めることとし、原則、１

箇月について45時間かつ１年について360時間と、他律的な業務の比重の高い部署に勤務する職員に

対しては１箇月について100時間かつ１年について720時間等と設定する。ただし、大規模な災害への

対応や重要な法令の立案等公務の運営上真にやむを得ない場合には、この上限を超えることができる

こととする。上限の時間を超えた場合には、各省各庁の長は、超過勤務を命ずることが公務の運営上

真にやむを得なかったのか事後的に検証を行うものとする。

また、職員の健康確保措置についても、民間労働法制の改正を踏まえ、１箇月について100時間以上

の超過勤務を行った職員等に対しては、職員からの申出がなくとも医師による面接指導を行うことと

するとともに、超過勤務の多い職員から申出があった場合の面接指導について、その対象となる超過

勤務時間数の基準を１箇月について100時間から80時間に引き下げることとする。あわせて、面接指

導の適切な実施を図るため、超過勤務手当が支給されない管理職員も含めて、各省各庁の長は適切な

方法により職員の超過勤務の状況を把握することとするとともに、より適切に職員の健康管理を行え

るよう健康管理医の機能強化を図ることとする。

さらに、民間労働法制における年次有給休暇の時季指定に係る措置を踏まえ、年次休暇の使用を促

進するため、各省各庁の長は、休暇の計画表の活用等により、一の年の年次休暇の日数が10日以上の

職員が当該年において年次休暇を５日以上確実に使用することができるよう配慮することとする。

長時間労働の是正は極めて重要な課題であるが、国民のニーズに的確に対応し、適時適切な行政サー

ビスを提供するという役割も同時に果たさなければならない。そのためには、本院が昨年報告したと

おり、超過勤務予定の事前確認等を徹底するなど、各職場においてマネジメントの強化を図るととも

に、府省のトップが先頭に立って組織全体として業務の削減・合理化に取り組むなどの対策を講ずる

ことが必要である。本院としても、関係機関と連携しつつ、各府省における取組を支援していく。

また、国会業務など府省単独では業務の合理化が困難なものについては、関係各方面の理解と協力
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を求め、政府全体として取組を進めることが必要である。

これらのマネジメント強化、業務合理化等を進めてもなお恒常的に長時間の超過勤務を行わざるを

得ない場合には、業務量に応じた要員が確保される必要がある。

⑵ 仕事と家庭の両立支援、心の健康づくりの推進等

ア 仕事と家庭の両立支援については、育児や介護を行う職員が意欲を持って職務に従事することが

でき、職員の性別にかかわりなく両立支援制度が適切に活用されるようにするため、本年３月に本

院が発出した「仕事と育児・介護の両立支援制度の活用に関する指針」の内容が各府省において徹

底されるように更なる周知に取り組んでいく。また、不妊治療と仕事の両立も重要な課題であり、

引き続き民間の状況を注視しつつ、不妊治療を受けやすい職場環境の醸成等を図っていく。

イ 心の健康づくりの推進については、各府省においてストレスチェック制度が効果的に活用され、

職場環境の課題の把握や改善が円滑に行われるよう、引き続き支援していく。また、本年４月から、

心の健康の問題による長期病休者の職場復帰に向けて本院が設けている相談窓口をより利用しやす

くなるよう、開設時間、場所等の柔軟化を図ることとしたところであり、引き続き利用の拡大を図っ

ていく。

ウ 平成27年に過労死等防止対策推進法に基づき閣議決定された「過労死等の防止のための対策に関

する大綱」は、本年７月に過労死等防止対策を充実するための変更が行われたところであり、本院

としても、脳・心臓疾患及び精神疾患等に係る公務災害認定事案等の分析、相談体制の整備等、引

き続き必要な取組を行う。

⑶ ハラスメント防止対策

職場におけるハラスメントは、職員の尊厳を傷つけ、その能力発揮を妨げるとともに、職場の運営

にも支障をもたらすものである。

セクハラの防止については、前記１⑵で述べたとおり、今後更に必要な対策を検討し、所要の措置

を講じていく。

パワー・ハラスメント（以下「パワハラ」という。）の防止については、これまでに、シンポジウム

等の開催のほか、「パワー・ハラスメント防止ハンドブック」等により周知啓発を図ってきたところで

あるが、職員意識調査の結果によると、依然として、上司からパワハラを受けたと感じる職員が一定

数存在しており、職員の勤労意欲の向上や心身の健康、良好な勤務環境を実現するために、更なる防

止策を検討する必要がある。また、パワハラに関しては、業務上の指導との線引きが難しいという課

題があり、適切な対策を講じなければ、これを過剰に恐れるあまり上司が指導すべき場面で指導をちゅ

うちょすることにつながることも懸念される。本院としては、引き続き民間におけるパワハラ対策に

関する議論等も注視しつつ、検討会を設けるなどして外部有識者の意見も聴きながら、公務における

パワハラ対策を検討する。

また、妊娠、出産、育児又は介護に関するハラスメントについても、これを防止するため、引き続

き職員に対する意識啓発等を図ることとする。

⑷ 非常勤職員の適切な処遇の確保

非常勤職員の給与については、常勤職員の給与との権衡をより確保し得るよう、昨年７月に非常勤

職員の給与に関する指針を改正し、勤勉手当に相当する給与の支給に努めることを追加するなどの改

善を図ったところであり、同指針に基づく各府省の取組状況等を踏まえ、必要な指導を行っていく。
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非常勤職員の休暇については、民間の状況等を踏まえて、いわゆる結婚休暇を設けるなど慶弔に係

る休暇について所要の措置を講ずることとする。
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⑵ 副大臣通知

総 行 給 第 57 号

総 行 女 第 18 号

平成30年11月６日

各 都 道 府 県 知 事

各 指 定 都 市 市 長

各都道府県議会議長 殿各指定都市議会議長

各人事委員会委員長

総 務 副 大 臣

鈴 木 淳 司

地方公務員の給与改定等に関する取扱いについて

本日、公務員の給与改定に関する取扱いについて、別紙のとおり閣議決定が行われました。

各地方公共団体においては、地方公務員の給与改定等を行うに当たって、別紙閣議決定の趣旨に沿って、

特に下記事項に留意の上、適切に対処されるよう要請いたします。

地方公営企業に従事する職員の給与改定等に当たっても、これらの事項を十分勘案の上、適切に対処さ

れるようお願いします。

また、貴都道府県内の市区町村に対しても併せて周知されるようお願いします。

なお、本通知は地方公務員法（昭和25年法律第261号）第59条（技術的助言）及び地方自治法（昭和22年

法律第67号）第245条の４（技術的な助言）に基づくものです。

記

第１ 本年の給与改定及び給与の適正化について

各地方公共団体において職員の給与改定を行うに当たっては、地方公務員法の趣旨に沿って、次の事項

に留意しつつ、適切に対応すること。その際、厳しい財政状況及び各地方公共団体の給与事情等を十分検

討の上、既に地域における国家公務員又は民間の給与水準を上回っている地方公共団体にあっては、その

適正化を図るため必要な措置を講じること。

１ 国家公務員の月例給については、官民給与の較差を踏まえ、行政職俸給表（一）において、平均0.2％

の引上げ改定を行うとともに、初任給調整手当を引き上げることとされたところである。各地方公共団

体においては、人事委員会の給与に関する勧告及び報告を踏まえつつ、地域における民間給与等の状況

を勘案して適切に対処すること。

その際、既に地域における国家公務員又は民間の給与水準を上回っている地方公共団体にあっては、

不適正な給与制度及びその運用の見直しを含め、必要な是正措置を速やかに講じること。特に、仮に民

間給与が著しく高い地域であったとしても、公務としての近似性及び財源負担の面から、それぞれの地

域における国家公務員の給与水準との均衡に十分留意すること。
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２ 国家公務員の期末・勤勉手当については、民間の支給状況を反映して、支給月数を0.05月分引き上げ

ることとし、勤務実績に応じた給与を推進するため、本年度の12月期の勤勉手当を引き上げ、平成31年

度以降は６月期と12月期の勤勉手当をそれぞれ0.025月分引き上げることとされたところである。また、

期末手当について、平成31年度以降、支給月数を６月期と12月期で平準化し、いずれも1.3月とすること

とされたところである。各地方公共団体においては、人事委員会の調査結果を踏まえつつ、勤務実績に

応じた給与の推進を図るよう適切な改定を行うこと。

３ 国においては、平成25年１月１日より、高位の号俸から昇格した場合の俸給月額の増加額を縮減する

とともに、一般職の職員の給与に関する法律（昭和25年法律第95号）の改正により、平成26年１月１日

から55歳を超える職員は標準の勤務成績では昇給停止とするなど昇給抑制措置が講じられたところであ

る。各地方公共団体においても、国の取扱い及び「地方公務員の給与改定に関する取扱い等について」

（平成25年１月28日付け総行給第１号）を踏まえ、高齢層職員の昇給抑制等について必要な措置を講じる

こと。

４ 平成18年の給与構造改革における国家公務員の経過措置額については、平成26年３月31日をもって全

額廃止されていることを踏まえ、未対応の地方公共団体においては、速やかに必要な措置を講じること。

５ 平成27年の給与制度の総合的見直しにおける国家公務員の経過措置額については、平成30年３月31日

をもって全額廃止されていることを踏まえ、未対応の地方公共団体においては、速やかに必要な措置を

講じること。

６ 等級別基準職務表に適合しない級への格付けを行っている場合その他実質的にこれと同一の結果とな

る等級別基準職務表又は給料表を定めている場合（いわゆる「わたり」を行っている場合）等、不適正

な給与制度・運用については、速やかに見直しを図ること。

また、級別の職員構成については、職務給の原則にのっとり職務実態に応じた厳格な管理に努め、上

位級の比率が過大である場合には計画的に適正化を図ること。

特に、地方公務員法の改正により、能力・実績に基づく人事管理を徹底する観点から、平成28年４月

１日より等級別基準職務表を給与条例に定めるとともに、等級等ごとの職員数の公表を行うこととされ

たところであり、各地方公共団体においては、議会や住民への説明責任が強化され、職務給の原則の一

層の徹底が求められていることに留意すること。

７ 諸手当の在り方については、一般行政職のみならず職種全般について不断に点検し、制度の趣旨に合

致しないものや不適正な支給方法については、その適正化を図ること。その際、次の事項に留意するこ

と。

⑴ 地域手当については、給料水準が適切に見直されていることを前提に、国における地域手当の指定

基準に基づき、支給地域及び支給割合を定めることが原則であること。

都道府県において、人事管理上一定の考慮が必要となる場合にあっては、国の基準にのっとった場

合の支給総額を超えない範囲で、支給割合の差の幅の調整を行うことは差し支えないが、地域手当の

趣旨が没却されるような措置は厳に行わないこと。

⑵ 扶養手当について、国においては、平成29年度以降、段階的に配偶者に係る手当額を13,000円から

6,500円に減額し、子に係る手当額を6,500円から10,000円に引き上げることとされている。さらに、

扶養親族を有することによる生計費の増嵩の補助という扶養手当の趣旨に鑑み、一定以上の給与水準

にある行政職俸給表（一）９級及び10級並びにこれらに相当する職務の級の職員については、子以外
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の扶養親族に係る手当を支給しないこととし、行政職俸給表（一）８級及びこれに相当する職務の級

の職員については、子以外の扶養親族に係る手当額を3,500円とすることとされている。各地方公共

団体においても、国の見直しの趣旨を踏まえ、適切に対処すること。

⑶ 自宅に係る住居手当については、国においては平成21年12月に廃止されたことを踏まえ、未対応の

地方公共団体においては、速やかに見直しを行うこと。

８ 国家公務員の退職手当については、官民較差の解消等を図るため、平成30年１月１日から支給水準の

引下げが行われている。地方公務員の退職手当についても、「職員の退職手当に関する条例の一部を改

正する条例（案）等について」（平成29年12月15日付け総行給第55号）を踏まえ、国に準じて必要な措置

を講じること。

９ 国においては、人事評価の結果を任用、給与等へ反映しており、本年の給与改定において、昨年に引

き続き、勤勉手当の支給月数を引き上げ、勤務実績に応じた給与を推進することとしている。

地方公共団体においても、地方公務員法の改正により、平成28年４月１日から人事評価の実施が義務

付けられ、任命権者は人事評価を任用、給与、分限その他の人事管理の基礎として活用するものとする

との根本基準が同法に明確に規定されるとともに、人事評価の結果に応じた措置を講じなければならな

いこととされている。これを踏まえ、人事評価の結果を勤勉手当や昇給等に十分に反映できていない団

体にあっては、「地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改正する法律の運用について」（平成26

年８月15日付け総行公第67号・総行経第41号）に留意の上、速やかに必要な措置を講じること。特に、

勤勉手当の支給や昇給等について、人事評価の結果を反映させずに一律に行う等、法の趣旨に反する運

用がある場合には、速やかな是正を図ること。

10 技能労務職員の給与については、民間の同一又は類似の職種に従事する者との均衡等に留意し、適正

な給与制度・運用とすること。

11 人事委員会においては、その機能を発揮し、地域の民間給与をより的確に反映させる観点から、公民

較差のより一層精確な算定、公民比較の勧告への適切な反映、勧告内容等に対する説明責任の徹底など

の取組を引き続き行うこと。また、公務としての近似性及び財源負担の面から、それぞれの地域におけ

る国家公務員の給与水準との均衡にも十分留意すること。

人事委員会を置いていない市及び町村においては、都道府県人事委員会における公民給与の調査結果

等も参考に適切な対応を行うこと。

12 地方公共団体における職員の給与改定の実施は、国における給与法の改正の措置を待って行うべきも

のであり、国に先行して行うことのないようにすること。

また、給与条例の改正は、議会で十分審議の上行うこととし、地方自治法第179条（長の専決処分）の

規定に該当する場合を除き、専決処分によって行うことのないようにすること。

第２ その他の事項

１ 定員については、地方公共団体の適正な定員管理及び人件費の抑制に支障を来すような国の施策を厳

に抑制することとされているところであり、各地方公共団体においては、行政の合理化、能率化を図り、

地域の実情を踏まえつつ、適正な定員管理の推進に取り組むこと。

２ 給与及び定員の公表については、給与情報等公表システムにより、住民等が団体間の比較分析を十分

行えるよう公表様式に沿った情報開示を徹底すること。
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別紙

公務員の給与改定に関する取扱いについて

(平成30年11月６日閣 議 決 定)
１ 一般職の職員の給与に関する法律の適用を受ける国家公務員の給与については、去る８月10日の人事

院勧告どおり改定を行うものとする。

２ 特別職の国家公務員の給与については、おおむね１の趣旨に沿って取り扱うものとする。

３ １及び２の措置に併せ、次に掲げる各般の措置を講ずるものとする。

⑴ 国の行政機関の機構及び定員については、「国の行政機関の機構・定員管理に関する方針」（平成26

年７月25日閣議決定）に沿って、厳格に管理を行う。

⑵ 独立行政法人（総務省設置法（平成11年法律第91号）第４条第１項第７号に規定する独立行政法人

をいう。）の役職員の給与改定に当たっては、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成25年

12月24日閣議決定）を踏まえ、適切に対応する。

また、特殊法人等の役職員の給与改定に当たっては、国家公務員の給与水準を十分考慮して国民の

理解が得られる適正な給与水準となるよう厳しく対処するとともに、必要な指導を行うなど適切に対

応する。

４ 地方公務員の給与改定については、各地方公共団体において、地方公務員法の趣旨に沿って適切に対

応するとともに、厳しい財政状況及び各地方公共団体の給与事情等を十分検討の上、既に地域における

国家公務員又は民間の給与水準を上回っている地方公共団体にあっては、その適正化を図るため必要な

措置を講ずるよう要請するものとする。

また、地方公共団体の適正な定員管理及び人件費の抑制に支障を来すような国の施策を厳に抑制する

とともに、地方公共団体に対し、行政の合理化、能率化を図り、適正な定員管理の推進に取り組むよう

要請するものとする。
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２ 平成29年度における給与改定等の状況（平成30年４月１日調べ）
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664141都道府県（47)

人事委員会
勧告どおり

人事委員会
勧告どおり

改定
しなかった改定した

13122561,644合 計（1,766)

－109－1,588市町村（1,697)

771515指定都市等（22)

一般行政職の給料表について

※指定都市等には，特別区および和歌山市を含む（以下同じ）。

224545都道府県（47)

人事委員会
勧告どおり

人事委員会
勧告どおり

改定
しなかった改定した

211671,755合 計（1,766)

－9－1,688市町村（1,697)

002222指定都市等（22)

期末・勤勉手当の改定

1
(2.1%)

36
(76.6%)

5
(10.6%)

5
(10.6%)都道府県（47)

4.30月以上
4.40月未満4.30月未満 4.40月

（国と同じ）

31
(1.8%)

1,544
(87.4%)

119
(6.7%)

72
(4.1%)合 計（1,766)

28
(1.6%)

1,489
(87.7%)

113
(6.7%)

67
(3.9%)市町村（1,697)

2
(9.1%)

19
(86.4%)

1
(4.5%)

0
(0.0%)指定都市等（22)

4.40月超

期末・勤勉手当の支給月数
＜平成29年度措置内容＞



３ 平成29年度における給与適正化の状況（平成30年４月１日調べ）
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48合 計
(1,788）

H29年度中に
適正化

－

制度あり
(H30.4.1)区分

0都道府県
(47)

－0指定都市
(20)

02町 村
(927)

46市 区
(794)

わたりの制度に関する適正化の状況
（単位：団体）

注 経過措置を設けて廃止している場合も制度なし
としている

H29年度中に
適正化

0

制度あり
（H30.4.1）区分

1指定都市
(20)

2274市 区
(794)

28210合 計
(1,788）

6135町 村
(927)

－0都道府県
(47)

自宅に係る住居手当制度に関する適正化の状況
（単位：団体）

注 経過措置を設けて廃止している場合も制度なし
としている

54

13

41

0

0

00指定都市
(20)

344市 区
(794)

特殊勤務
手当

9

8

346合計
(1,788）

1

0

02町 村
(927)

0 00都道府県
(47)

22

21

0

3

その他手当

28

6

22

0

0

住居手当

43

13

26

0

4

退職手当
諸手当

退職時特別
昇給等給料表初任給基準区分

46

その他の給与適正化の状況
（単位：団体）

注 団体数は部分的な取組を含み，合計は延べ数である





４ 国家公務員給与等実態調査関係資料（平成30年）

職員数，平均年齢，平均経験年数及び平均給与月額

適用俸給表別に職員数，平均年齢，平均経験年数及び平均給与月額を示すと次のとおりである。
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俸 給 表 職員数 平 均
年 齢

平 均
経 験
年 数

平均給与月額
俸 給

人 歳 年 円 円
全 俸 給 表 252,882 43.1 21.5 417,230 339,120
行 政 職 俸 給 表（一） 140,093 43.5 21.7 410,940 329,845
行 政 職 俸 給 表（二） 2,553 50.7 29.9 328,637 286,817
専 門 行 政 職 俸 給 表 7,796 42.3 19.9 443,481 348,960
税 務 職 俸 給 表 50,866 43.0 21.8 437,777 360,745
公 安 職 俸 給 表（一） 22,054 41.3 20.1 374,941 317,397
公 安 職 俸 給 表（二） 22,729 40.8 19.3 409,823 340,440
海 事 職 俸 給 表（一） 187 44.6 23.3 471,428 373,288
海 事 職 俸 給 表（二） 344 41.9 23.3 374,707 310,849
教 育 職 俸 給 表（一） 77 46.0 22.1 426,386
教 育 職 俸 給 表（二） 77 50.1 25.7 461,616 399,708
研 究 職 俸 給 表 1,398 45.7 22.2 556,556 399,760
医 療 職 俸 給 表（一） 559 51.6 24.8 850,723 504,548
医 療 職 俸 給 表（二） 463 46.1 20.9 354,099 309,198
医 療 職 俸 給 表（三） 1,847 47.2 21.8 350,632 315,014
福 祉 職 俸 給 表 240 42.7 18.7 382,816 330,251
専門スタッフ職俸給表 181 55.8 32.7 601,496 489,983
指 定 職 俸 給 表 915 56.7 33.2 1,026,485 855,910
特定任期付職員俸給表 434 43.1 616,295 519,406
第一号任期付研究員俸給表 28 42.0 490,339 414,036
第二号任期付研究員俸給表 41 34.3 393,996 335,024
(注)１ 全俸給表の平均経験年数には，特定任期付職員及び任期付研究員は含まれていない。
２ 俸給には，俸給の調整額及び差額基本手当を含む。
３ 地域手当等には，異動保障による地域手当及び広域異動手当を含む。
４ その他は，本府省業務調整手当，単身赴任手当（基礎額），寒冷地手当，特地勤務手当等である。
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地域手当等 俸給の特別調整額 扶養手当 住居手当 その他
円 円 円 円 円

42,546 11,883 10,649 5,453 7,579
43,062 12,481 10,429 5,893 9,230
25,696 10,630 4,006 1,488
52,539 12,515 10,252 8,537 10,678
45,858 13,772 10,256 4,731 2,415
30,586 5,961 13,047 2,957 4,993
34,862 9,892 11,383 6,085 7,161
54,726 15,810 14,821 4,300 8,483
40,321 12,301 5,060 6,176
21,067 5,323 14,883 6,935 1,559
38,162 2,526 12,182 6,494 2,544
76,287 55,494 11,742 8,089 5,184
90,035 32,863 11,640 5,902 205,735
23,102 1,265 9,599 5,980 4,955
18,185 618 8,613 5,119 3,083
29,253 4,107 10,879 6,151 2,175
96,708 10,116 2,685 2,004
164,881 5,694
96,590 299
76,303
58,972
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第
１
表
適
用
俸
給
表
別
，
性
別
，
年
齢
階
層
別
人
員

性
別

計
俸
給
表

年
齢
階
層

計
行
政
職

俸
給
表
㈠

行
政
職

俸給
表㈡

専門
行政

職俸
給表

税
務
職

俸
給
表

公
安
職

俸給
表㈠

公
安
職

俸給
表㈡

海
事
職

俸給
表㈠

海
事
職

俸給
表㈡

教
育
職

俸給
表㈠

教
育
職

俸給
表㈡

研
究
職

俸
給
表

医
療
職

俸給
表㈠

医
療
職

俸給
表㈡

医
療
職

俸給
表㈢

福
祉
職

俸
給
表

専
門
ス

タ
ッ
フ

職俸
給表

指
定
職

俸
給
表

特定
任期

付
職
員

俸
給
表

第一
号任

期
付
研
究
員

俸
給

表

第二
号任

期
付
研
究
員

俸
給

表

計
人

25
2,
88
2

人
14
0,
09
3

人
2,
55
3

人
7,
79
6

人
50
,8
66

人
22
,0
54

人
22
,7
29

人 18
7

人 34
4

人 77
人 77

人
1,
39
8

人 55
9

人 46
3

人
1,
84
7

人 24
0

人 18
1

人 91
5

人 43
4

人 28
人 41

20
歳

未
満

80
0

50
2

4
17
7

62
46

9
20
歳
以
上
24
歳
未
満

10
,4
49

5,
23
1

13
17
2
2,
43
3

92
6
1,
64
9

3
15

2
4

1
24
歳
以
上
28
歳
未
満

18
,8
21

9,
85
4

17
60
3
3,
94
2
1,
78
5
2,
49
2

19
15

2
1

41
14

18
18

28
歳
以
上
32
歳
未
満

19
,7
50

9,
15
8

24
80
8
4,
77
6
2,
33
4
2,
37
2

8
39

3
1

77
11

29
55

16
26

13
32
歳
以
上
36
歳
未
満

19
,9
91
10
,0
49

48
82
5
4,
23
1
2,
34
5
2,
05
3

13
35

7
95

36
32

98
16

87
3

18
36
歳
以
上
40
歳
未
満

22
,3
85
12
,7
03

92
88
1
3,
78
6
2,
55
3
1,
76
6

17
34

7
4

14
3

36
48

17
3

37
1

90
9

5
40
歳
以
上
44
歳
未
満

28
,0
15
17
,0
84

21
1

85
8
3,
96
8
2,
95
4
2,
15
7

21
37

12
6

19
5

37
60

29
2

50
2

61
6

4
44
歳
以
上
48
歳
未
満

37
,1
45
21
,9
86

37
5

95
0
7,
51
8
2,
63
2
2,
82
8

19
43

9
16

23
6

57
68

29
8

36
8

58
8

48
歳
以
上
52
歳
未
満

32
,4
61
18
,3
56

47
4
1,
06
1
7,
18
4
1,
90
8
2,
61
3

29
41

16
13

23
7

75
65

31
6

23
14

6
28

1
1

52
歳
以
上
56
歳
未
満

32
,5
93
18
,7
14

62
7

92
7
6,
45
4
2,
15
1
2,
49
5

35
29

10
21

20
1

97
65

30
7

20
44

36
6

29
1

56
歳
以
上
60
歳
未
満

28
,7
68
16
,0
01

60
4

66
2
5,
47
0
2,
40
1
2,
25
5

23
47

11
15

16
5

94
82

28
6

23
11
1

49
0

28
60

歳
以

上
1,
70
4

45
5

64
49

92
7

3
3

6
11
6

1
53

27

性
別

男
俸
給
表

年
齢
階
層

計
行
政
職

俸
給
表
㈠

行
政
職

俸給
表㈡

専門
行政

職俸
給表

税
務
職

俸
給
表

公
安
職

俸給
表㈠

公
安
職

俸給
表㈡

海
事
職

俸給
表㈠

海
事
職

俸給
表㈡

教
育
職

俸給
表㈠

教
育
職

俸給
表㈡

研
究
職

俸
給
表

医
療
職

俸給
表㈠

医
療
職

俸給
表㈡

医
療
職

俸給
表㈢

福
祉
職

俸
給
表

専
門
ス

タッ
フ職

俸
給
表

指
定
職

俸
給
表

特定
任期

付
職
員

俸
給
表

第一
号任

期
付
研
究
員

俸
給

表

第二
号任

期
付
研
究
員

俸
給

表

計
人

20
5,
84
8

人
11
3,
47
5

人
1,
93
2

人
6,
21
0

人
40
,2
98

人
19
,8
38

人
19
,6
51

人 18
6

人 34
1

人 71
人 54

人
1,
14
3

人 43
5

人 26
4

人 33
5

人 14
3

人 17
3

人 87
8

人 37
1

人 23
人 27

20
歳

未
満

51
8

34
6

4
88

29
42

9
20
歳
以
上
24
歳
未
満

7,
07
9
3,
26
7

5
12
2
1,
61
2

66
7
1,
38
5

3
14

2
1

1
24
歳
以
上
28
歳
未
満

13
,1
40

6,
66
5

13
38
1
2,
60
7
1,
45
4
1,
93
5

18
15

1
1

32
6

2
10

28
歳
以
上
32
歳
未
満

15
,0
86

6,
84
3

17
57
7
3,
48
9
2,
02
6
1,
94
7

8
37

3
1

59
9

17
14

8
25

6
32
歳
以
上
36
歳
未
満

15
,6
16

7,
73
3

43
58
5
3,
14
7
2,
06
9
1,
73
8

13
35

7
79

27
17

27
9

71
2

14
36
歳
以
上
40
歳
未
満

17
,6
94

9,
92
0

75
64
3
2,
88
2
2,
31
9
1,
48
0

17
34

6
3

11
6

26
25

39
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1
73

8
3

40
歳
以
上
44
歳
未
満

22
,1
52
13
,4
22

17
3

65
8
2,
90
9
2,
70
7
1,
83
7

21
37

11
4

15
7

22
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2
49

5
3

44
歳
以
上
48
歳
未
満

29
,5
74
17
,6
12

29
4
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2
5,
58
2
2,
38
4
2,
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9

19
43

8
11

18
9

41
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61
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8
46
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48
歳
以
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52
歳
未
満

27
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25
15
,4
53

35
8

92
6
6,
06
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1,
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2,
36
8

29
41

15
7

19
2

58
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44
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6

25
1
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未
満

29
,3
82
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,9
20

46
8

87
7
5,
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07
5
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32
3
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29

10
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17
1

78
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38
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0

28
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上
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歳
未
満

26
,5
61
14
,8
57

43
1
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1
5,
15
0
2,
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0
2,
14
6

23
47
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0

71
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34
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10
6

47
3

28
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以

上
1,
62
1

43
7
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89
7

2
1

6
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3

1
49

26
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事
職

俸給
表㈡

教
育
職

俸給
表㈠

教
育
職

俸給
表㈡

研
究
職

俸
給
表

医
療
職

俸給
表㈠

医
療
職

俸給
表㈡

医
療
職

俸給
表㈢

福
祉
職

俸
給
表

専
門
ス

タ
ッ
フ

職俸
給表

指
定
職

俸
給
表

特定
任期

付
職
員

俸
給
表

第一
号任

期
付
研
究
員

俸
給

表

第二
号任

期
付
研
究
員

俸
給

表

計
人

47
,0
34

人
26
,6
18

人 62
1

人
1,
58
6

人
10
,5
68

人
2,
21
6

人
3,
07
8

人 1
人 3

人 6
人 23

人 25
5

人 12
4

人 19
9

人
1,
51
2

人 97
人 8

人 37
人 63

人 5
人 14

20
歳

未
満

28
2

15
6

89
33

4
20
歳
以
上
24
歳
未
満

3,
37
0
1,
96
4

8
50

82
1

25
9

26
4

1
3

24
歳
以
上
28
歳
未
満

5,
68
1
3,
18
9

4
22
2
1,
33
5

33
1

55
7

1
1

9
8

16
8

28
歳
以
上
32
歳
未
満

4,
66
4
2,
31
5

7
23
1
1,
28
7

30
8

42
5

2
18

2
12

41
8

1
7

32
歳
以
上
36
歳
未
満

4,
37
5
2,
31
6

5
24
0
1,
08
4

27
6

31
5

16
9

15
71

7
16

1
4

36
歳
以
上
40
歳
未
満

4,
69
1
2,
78
3

17
23
8

90
4

23
4

28
6

1
1

27
10

23
13
4

13
17

1
2

40
歳
以
上
44
歳
未
満

5,
86
3
3,
66
2

38
20
0
1,
05
9

24
7

32
0

1
2

38
15

30
21
7

20
12

1
1

44
歳
以
上
48
歳
未
満

7,
57
1
4,
37
4

81
18
8
1,
93
6

24
8

37
9

1
5

47
16

28
23
7

18
12

1
48
歳
以
上
52
歳
未
満

5,
03
6
2,
90
3

11
6

13
5
1,
12
0

13
2

24
5

1
6

45
17

32
27
2

8
1

3
52
歳
以
上
56
歳
未
満

3,
21
1
1,
79
4

15
9

50
58
3

76
17
2

6
30

19
26

26
9

7
2

16
1

1
56
歳
以
上
60
歳
未
満

2,
20
7
1,
14
4

17
3

31
32
0

71
10
9

1
3

25
23

25
25
2

8
5

17
60

歳
以

上
83

18
13

1
30

1
2

13
4

1
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第２表 適用俸給表別，性別，最終学歴別人員
学歴

性別
俸給表

計 大 学 卒 短 大 卒 高 校 卒 中 学 卒

計
計 252,882 人 134,828 人 35,088 人 82,648 人 318 人
男 205,848 110,016 27,164 68,386 282
女 47,034 24,812 7,924 14,262 36

行 政 職 俸 給 表 （一)
計 140,093 80,472 17,750 41,831 40
男 113,475 64,452 13,657 35,330 36
女 26,618 16,020 4,093 6,501 4

行 政 職 俸 給 表 （二)
計 2,553 172 279 1,942 160
男 1,932 153 154 1,495 130
女 621 19 125 447 30

専 門 行 政 職 俸 給 表
計 7,796 4,789 2,123 880 4
男 6,210 3,653 1,753 800 4
女 1,586 1,136 370 80

税 務 職 俸 給 表
計 50,866 23,746 2,112 25,006 2
男 40,298 19,572 1,305 19,419 2
女 10,568 4,174 807 5,587

公 安 職 俸 給 表 （一)
計 22,054 11,602 2,030 8,403 19
男 19,838 10,546 1,696 7,577 19
女 2,216 1,056 334 826

公 安 職 俸 給 表 （二)
計 22,729 9,831 8,695 4,145 58
男 19,651 8,201 7,961 3,432 57
女 3,078 1,630 734 713 1

海 事 職 俸 給 表 （一)
計 187 66 67 48 6
男 186 65 67 48 6
女 1 1

海 事 職 俸 給 表 （二)
計 344 9 85 222 28
男 341 9 83 221 28
女 3 2 1

教 育 職 俸 給 表 （一)
計 77 74 3
男 71 68 3
女 6 6

教 育 職 俸 給 表 （二)
計 77 52 22 3
男 54 44 9 1
女 23 8 13 2

研 究 職 俸 給 表
計 1,398 1,367 11 20
男 1,143 1,116 10 17
女 255 251 1 3

医 療 職 俸 給 表 （一)
計 559 559
男 435 435
女 124 124

医 療 職 俸 給 表 （二)
計 463 219 234 10
男 264 112 144 8
女 199 107 90 2

医 療 職 俸 給 表 （三)
計 1,847 111 1,636 100
男 335 26 300 9
女 1,512 85 1,336 91

福 祉 職 俸 給 表
計 240 197 30 12 1
男 143 127 12 4
女 97 70 18 8 1

専 門 ス タ ッ フ 職 俸 給 表
計 181 165 1 15
男 173 158 1 14
女 8 7 1

指 定 職 俸 給 表
計 915 907 2 6
男 878 871 1 6
女 37 36 1

特 定 任 期 付 職 員 俸 給 表
計 434 421 8 5
男 371 358 8 5
女 63 63

第 一 号 任 期 付 研 究 員 俸 給 表
計 28 28
男 23 23
女 5 5

第 二 号 任 期 付 研 究 員 俸 給 表
計 41 41
男 27 27
女 14 14

（注）大学卒には修士課程及び博士課程修了者を、短大卒には高等専門学校卒業者を含む（以下第４表までにおいて同じ。）。
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第
３
表
適
用
俸
給
表
別
，
級
別
（
最
終
学
歴
別
）
人
員

級
俸
給
表

計
１
級

２
級

３
級

４
級

５
級

６
級

７
級

８
級

９
級

10
級

11
級

人
人

人
人

人
人

人
人

人
人

人
人

行
政
職
俸
給
表
㈠

14
0,
09
3

13
,5
92

12
,4
47

34
,9
97

35
,7
62

20
,1
33

15
,6
62

3,
74
6

2,
19
0

1,
31
1

25
3

学 歴

大
学
卒

80
,4
72

8,
43
0

9,
83
5

20
,9
81

16
,2
33

9,
61
9

9,
19
8

2,
75
8

1,
89
5

1,
27
2

25
1

短
大
卒

17
,7
50

1,
78
3

1,
15
4

5,
00
2

5,
68
0

2,
39
7

1,
47
5

19
0

60
8

1
高
校
卒

41
,8
31

3,
37
5

1,
45
3

9,
00
2

13
,8
40

8,
11
3

4,
98
4

79
7

23
5

31
1

中
学
卒

40
4

5
12

9
4

5
1

行
政
職
俸
給
表
㈡

2,
55
3

56
86
5

1,
24
2

35
4

36
専
門
行
政
職
俸
給
表

7,
79
6

1,
43
7

1,
22
0

2,
50
2

1,
78
9

58
3

20
9

55
1

税
務
職
俸
給
表

50
,8
66

6,
69
7

4,
90
4

5,
83
8

6,
60
9

12
,5
84

11
,9
06

1,
70
4

50
4

12
0

公
安
職
俸
給
表
㈠

22
,0
54

6,
50
8

5,
52
6

3,
98
2

2,
64
9

1,
10
1

90
7

56
1

32
5

39
0

10
0

5
公
安
職
俸
給
表
㈡

22
,7
29

4,
15
2

3,
65
6

6,
07
1

5,
02
6

1,
50
6

1,
42
5

56
2

26
7

64
海
事
職
俸
給
表
㈠

18
7

3
42

41
54

29
17

1
海
事
職
俸
給
表
㈡

34
4

23
10
9

80
65

59
8

教
育
職
俸
給
表
㈠

77
11

10
34

21
1

教
育
職
俸
給
表
㈡

77
76

1
研
究
職
俸
給
表

1,
39
8

13
26
4

35
1

34
3

42
7

医
療
職
俸
給
表
㈠

55
9

80
21
0

22
0

46
3

医
療
職
俸
給
表
㈡

46
3

25
21
4

13
6

66
16

3
3

医
療
職
俸
給
表
㈢

1,
84
7

11
7

1,
50
2

15
6

56
12

4
福
祉
職
俸
給
表

24
0

67
68

40
44

20
1

専
門
ス
タ
ッ
フ
職
俸
給
表

18
1

12
75

91
3

指
定
職
俸
給
表

91
5

特
定
任
期
付
職
員
俸
給
表

43
4

第一
号任

期付
研究

員俸
給表

28
第二

号任
期付

研究
員俸

給表
41

（
注
）
各
俸
給
表
に
定
め
の
な
い
職
務
の
級
を
網
掛
け
と
し
た
（
以
下
第
６
表
ま
で
に
お
い
て
同
じ
。）
。
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第
４
表
適
用
俸
給
表
別
，
級
別
（
最
終
学
歴
別
）
平
均
年
齢

級
俸
給
表

計
１
級

２
級

３
級

４
級

５
級

６
級

７
級

８
級

９
級

10
級

11
級

歳
歳

歳
歳

歳
歳

歳
歳

歳
歳

歳
歳

行
政
職
俸
給
表
㈠

43
.5

24
.8

30
.8

40
.2

47
.8

51
.9

52
.5

52
.6

52
.3

52
.7

53
.2

学 歴

大
学
卒

41
.5

25
.9

30
.1

38
.7

46
.0

50
.1

50
.7

51
.2

51
.5

52
.5

53
.2

短
大
卒

44
.5

24
.2

32
.9

41
.7

48
.9

53
.2

54
.7

56
.9

58
.0

59
.3

58
.5

高
校
卒

47
.0

22
.4

33
.9

42
.8

49
.5

53
.7

55
.0

56
.3

57
.3

58
.0

52
.5

中
学
卒

49
.0

25
.8

36
.7

51
.9

53
.7

56
.3

56
.7

58
.5

行
政
職
俸
給
表
㈡

50
.7

28
.5

48
.9

51
.2

56
.4

57
.8

専
門
行
政
職
俸
給
表

42
.3

29
.0

35
.1

44
.4

50
.3

50
.9

53
.8

55
.6

58
.5

税
務
職
俸
給
表

43
.0

25
.0

30
.4

35
.2

42
.6

50
.0

52
.2

56
.0

58
.3

58
.8

公
安
職
俸
給
表
㈠

41
.3

29
.9

42
.1

48
.6

45
.6

46
.5

49
.5

50
.5

54
.2

56
.5

55
.4

53
.5

公
安
職
俸
給
表
㈡

40
.8

24
.9

32
.0

42
.0

49
.4

51
.8

53
.9

54
.0

56
.0

57
.5

海
事
職
俸
給
表
㈠

44
.6

21
.8

30
.9

41
.0

50
.1

54
.0

56
.1

59
.5

海
事
職
俸
給
表
㈡

41
.9

21
.1

33
.0

42
.2

48
.9

56
.1

58
.6

教
育
職
俸
給
表
㈠

46
.0

32
.1

40
.1

46
.7

54
.4

58
.5

教
育
職
俸
給
表
㈡

50
.1

50
.1

57
.5

研
究
職
俸
給
表

45
.7

27
.0

34
.5

42
.7

48
.4

53
.4

医
療
職
俸
給
表
㈠

51
.6

37
.2

49
.8

56
.7

61
.0

55
.8

医
療
職
俸
給
表
㈡

46
.1

37
.1

41
.0

50
.8

53
.2

54
.9

56
.5

54
.8

医
療
職
俸
給
表
㈢

47
.2

51
.3

45
.9

52
.0

55
.1

56
.8

55
.5

福
祉
職
俸
給
表

42
.7

36
.2

40
.5

41
.7

49
.9

56
.7

57
.5

専
門
ス
タ
ッ
フ
職
俸
給
表

55
.8

50
.3

55
.5

56
.9

52
.5

指
定
職
俸
給
表

56
.7

特
定
任
期
付
職
員
俸
給
表

43
.1

第一
号任

期付
研究

員俸
給表

42
.0

第二
号任

期付
研究

員俸
給表

34
.3



― 97 ―

第
５
表
適
用
俸
給
表
別
，
級
別
平
均
経
験
年
数

級
俸
給
表

計
１
級

２
級

３
級

４
級

５
級

６
級

７
級

８
級

９
級

10
級

11
級

年
年

年
年

年
年

年
年

年
年

年
年

行
政
職
俸
給
表
(一
)

21
.7

2.
8

7.
7

18
.1

26
.5

30
.7

30
.9

30
.4

29
.5

29
.3

29
.6

行
政
職
俸
給
表
(二
)

29
.9

9.
0

25
.8

31
.5

36
.8

38
.3

専
門
行
政
職
俸
給
表

19
.9

6.
6

12
.5

22
.5

27
.9

27
.8

30
.5

31
.9

34
.7

税
務
職
俸
給
表

21
.8

3.
5

8.
4

12
.7

21
.5

29
.1

31
.6

35
.4

37
.4

37
.4

公
安
職
俸
給
表
(一
)

20
.1

8.
6

20
.9

27
.6

24
.0

25
.5

28
.1

28
.8

32
.7

35
.3

32
.8

29
.9

公
安
職
俸
給
表
(二
)

19
.3

4.
1

9.
9

20
.2

28
.1

30
.6

32
.6

31
.9

33
.2

34
.6

海
事
職
俸
給
表
(一
)

23
.3

1.
7

8.
6

19
.7

29
.9

32
.6

34
.4

35
.7

海
事
職
俸
給
表
(二
)

23
.3

2.
8

13
.5

23
.3

30
.8

38
.5

41
.3

教
育
職
俸
給
表
(一
)

22
.1

9.
5

16
.8

22
.0

30
.8

32
.7

教
育
職
俸
給
表
(二
)

25
.7

25
.6

35
.7

研
究
職
俸
給
表

22
.2

4.
0

10
.7

19
.3

24
.9

30
.0

医
療
職
俸
給
表
(一
)

24
.8

10
.9

22
.2

30
.2

34
.7

29
.0

医
療
職
俸
給
表
(二
)

20
.9

12
.0

14
.7

26
.9

28
.8

31
.5

31
.3

30
.7

医
療
職
俸
給
表
(三
)

21
.8

28
.1

20
.2

28
.1

31
.7

34
.6

32
.7

福
祉
職
俸
給
表

18
.7

12
.2

16
.5

18
.0

26
.0

32
.6

34
.7

専
門
ス
タ
ッ
フ
職
俸
給
表

32
.7

26
.6

32
.7

33
.6

29
.0

指
定
職
俸
給
表

33
.2

第
６
表
適
用
俸
給
表
別
，
級
別
平
均
俸
給
額

級
俸
給
表

計
１
級

２
級

３
級

４
級

５
級

６
級

７
級

８
級

９
級

10
級

11
級

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

行
政
職
俸
給
表
(一
)

32
9,
84
5

18
4,
71
8

22
8,
50
4

30
1,
21
7

36
0,
85
4

38
3,
01
0

40
0,
10
0

43
0,
10
8

46
1,
20
9

51
0,
38
5

55
2,
04
5

行
政
職
俸
給
表
(二
)

28
6,
81
7

19
5,
21
8

26
6,
62
7

29
5,
45
6

31
5,
17
7

33
7,
50
0

専
門
行
政
職
俸
給
表

34
8,
96
0

22
2,
84
9

28
8,
56
1

37
1,
42
8

41
0,
56
1

44
3,
50
7

46
5,
10
0

51
1,
05
6

52
7,
30
0

税
務
職
俸
給
表

36
0,
74
5

20
9,
73
4

25
4,
65
9

29
9,
36
9

37
3,
31
4

41
5,
03
1

43
5,
90
2

45
2,
20
1

47
0,
86
1

50
6,
97
3

公
安
職
俸
給
表
(一
)

31
7,
39
7

23
4,
54
5

30
9,
90
7

34
5,
16
2

36
0,
57
7

39
1,
56
6

41
1,
91
3

43
1,
72
8

45
0,
78
4

47
1,
47
5

51
2,
53
0

54
9,
42
0

公
安
職
俸
給
表
(二
)

34
0,
44
0

22
4,
31
3

26
9,
96
7

34
5,
55
1

40
3,
57
4

42
1,
99
2

43
9,
66
5

47
3,
11
2

49
5,
52
7

51
6,
94
5

海
事
職
俸
給
表
(一
)

37
3,
28
8

20
6,
56
7

27
0,
62
9

34
7,
58
0

41
0,
38
5

44
2,
40
3

47
5,
51
2

49
3,
70
0

海
事
職
俸
給
表
(二
)

31
0,
84
9

20
6,
94
8

26
7,
83
5

32
7,
48
8

34
6,
28
2

36
0,
60
0

37
4,
45
0

教
育
職
俸
給
表
(一
)

42
6,
38
6

29
9,
27
3

38
0,
05
0

43
1,
72
9

50
1,
25
7

53
4,
00
0

教
育
職
俸
給
表
(二
)

39
9,
70
8

39
9,
34
7

42
7,
10
0

研
究
職
俸
給
表

39
9,
76
0

21
0,
00
0

28
6,
40
8

36
0,
11
8

41
7,
10
3

49
4,
27
5

医
療
職
俸
給
表
(一
)

50
4,
54
8

39
1,
36
8

48
4,
74
8

54
8,
75
5

57
5,
59
3

57
7,
43
3

医
療
職
俸
給
表
(二
)

30
9,
19
8

23
4,
29
6

27
2,
72
5

33
9,
55
7

36
2,
80
8

39
1,
75
6

40
6,
60
0

44
1,
83
3

医
療
職
俸
給
表
(三
)

31
5,
01
4

29
6,
52
9

30
9,
00
6

35
6,
98
1

37
6,
57
7

38
3,
95
8

40
6,
30
0

福
祉
職
俸
給
表

33
0,
25
1

25
7,
56
7

31
6,
62
6

34
2,
48
8

40
5,
07
7

42
4,
99
5

44
9,
90
0

専
門
ス
タ
ッ
フ
職
俸
給
表

48
9,
98
3

39
9,
26
7

46
1,
09
2

52
1,
62
6

61
5,
30
0

指
定
職
俸
給
表

85
5,
91
0

特
定
任
期
付
職
員
俸
給
表

51
9,
40
6

第
一
号
任
期
付
研
究
員
俸
給
表

41
4,
03
6

第
二
号
任
期
付
研
究
員
俸
給
表

33
5,
02
4



第
７
表
適
用
俸
給
表
別
，
経
験
年
数
階
層
別
，
給
与
決
定
上
の
学
歴
別
人
員
及
び
平
均
俸
給
額

全
俸
給
表

学
歴

経
験

年
数
階
層

区
分

計
中

学
卒

高
校

卒
短

大
卒

大
学

卒
修
士
課
程
修
了
等

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

計
人

円
人

円
人

円
人

円
人

円
人

円
25
2,
37
9
33
8,
80
2

67
7
30
9,
08
8

98
,7
23

35
1,
84
6

24
,2
95

32
5,
31
3
12
7,
63
7
33
2,
22
9

1,
04
7
24
2,
35
2

１
年
未
満

5,
25
5
18
4,
38
8

1,
23
9
15
7,
49
5

43
4
18
5,
38
1

3,
41
6
19
2,
34
4

16
6
21
8,
80
0

１
年
以
上
２
年
未
満

6,
31
0
19
2,
64
9

1,
24
8
16
5,
66
3

67
4
18
9,
38
4

4,
20
6
19
9,
74
9

18
2
22
5,
71
6

２
年
以
上
３
年
未
満

6,
36
8
19
9,
25
0

1,
55
1
17
6,
83
9

67
0
20
0,
31
3

3,
96
4
20
6,
29
7

18
3
23
2,
67
0

３
年
以
上
５
年
未
満

11
,1
26

21
2,
78
8

4
19
6,
95
0

2,
52
9
19
1,
68
4

98
2
20
6,
78
5

7,
28
5
21
9,
47
0

32
6
24
5,
48
2

５
年
以
上
７
年
未
満

9,
12
0
23
3,
27
0

1
20
7,
10
0

1,
56
6
21
3,
44
1

1,
25
9
23
3,
67
1

6,
19
9
23
7,
82
7

95
25
7,
79
1

７
年
以
上
10
年
未
満

15
,2
98

25
4,
41
3

7
20
3,
54
3

2,
83
8
23
0,
09
5

1,
79
7
25
2,
33
9

10
,6
18

26
1,
20
6

38
28
0,
05
8

10
年
以
上
15
年
未
満

27
,0
13

28
9,
07
2

47
22
7,
43
2

5,
34
7
25
8,
10
8

2,
54
1
27
5,
26
0

19
,0
37

29
9,
69
7

41
32
0,
38
3

15
年
以
上
20
年
未
満

27
,4
47

32
9,
44
3

60
25
1,
17
0

5,
83
7
29
8,
00
3

2,
46
1
31
3,
34
0

19
,0
75

34
1,
37
9

14
34
1,
30
7

20
年
以
上
25
年
未
満

35
,2
62

36
5,
77
9

66
28
3,
89
5

11
,4
35

34
3,
28
5

3,
88
8
35
1,
82
1

19
,8
71

38
1,
73
0

2
34
4,
85
0

25
年
以
上
30
年
未
満

41
,1
42

39
0,
58
0

82
30
3,
75
5

20
,6
62

37
6,
16
2

3,
21
8
37
7,
01
8

17
,1
80

41
0,
87
4

30
年
以
上
35
年
未
満

36
,7
75

40
9,
19
6

96
32
3,
15
8

20
,3
82

39
3,
31
8

3,
51
4
39
6,
45
1

12
,7
83

43
8,
66
3

35
年
以
上

31
,2
63

40
9,
41
9

31
4
33
8,
87
1

24
,0
89

40
4,
88
3

2,
85
7
40
7,
99
5

4,
00
3
44
3,
26
7

（
注
）
１
人
員
及
び
平
均
俸
給
額
は
平
成
30
年
４
月
１
日
現
在
の
も
の
で
あ
る
が
、
経
験
年
数
階
層
の
分
類
は
同
年
１
月
15
日
現
在
の
経
験
年
数
（
端
数
切
捨
て
）
と
し
て
い
る
（
以

下
各
俸
給
表
に
お
い
て
同
じ
。）
。

２
特
定
任
期
付
職
員
及
び
任
期
付
研
究
員
は
含
ま
れ
て
い
な
い
。

３
修
士
課
程
修
了
等
は
、
人
事
院
規
則
９
－
８
（
初
任
給
、
昇
格
、
昇
給
等
の
基
準
）
別
表
第
二
初
任
給
基
準
表
の
試
験
欄
の
「
総
合
職
（
院
卒
）」
の
適
用
を
受
け
た
者
で
あ

る
（
以
下
各
俸
給
表
及
び
参
考
１
に
お
い
て
同
じ
。）
。

行
政
職
俸
給
表
㈠
学
歴

経
験

年
数
階
層

区
分

計
中

学
卒

高
校

卒
短

大
卒

大
学

卒
修
士
課
程
修
了
等

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

計
人

円
人

円
人

円
人

円
人

円
人

円
14
0,
09
3
32
9,
84
5

75
32
4,
05
9

51
,8
70

34
6,
65
0

9,
91
3
33
2,
97
5

77
,3
97

31
9,
17
9

83
8
23
8,
21
6

１
年
未
満

3,
65
6
17
7,
69
5

83
5
14
9,
73
1

15
0
16
0,
88
7

2,
53
8
18
5,
90
5

13
3
21
5,
54
0

１
年
以
上
２
年
未
満

3,
73
4
18
5,
49
0

67
1
15
6,
37
6

17
9
16
3,
62
6

2,
73
9
19
2,
05
3

14
5
22
3,
22
0

２
年
以
上
３
年
未
満

3,
44
2
19
1,
88
0

60
8
15
9,
85
3

15
8
17
1,
67
2

2,
53
2
19
8,
73
9

14
4
22
8,
68
1

３
年
以
上
５
年
未
満

5,
88
6
20
3,
94
2

97
3
17
0,
13
6

28
6
17
9,
47
5

4,
35
6
21
0,
76
7

27
1
24
1,
44
4

５
年
以
上
７
年
未
満

4,
04
1
22
4,
12
5

38
0
18
7,
80
7

16
2
20
0,
56
8

3,
42
5
22
8,
69
9

74
25
0,
50
4

７
年
以
上
10
年
未
満

6,
91
3
24
7,
25
5

65
7
20
8,
33
9

27
0
22
1,
49
1

5,
95
6
25
2,
56
1

30
27
7,
92
0

10
年
以
上
15
年
未
満

13
,4
03

28
5,
08
4

9
21
2,
64
4

1,
59
6
24
2,
82
1

70
4
25
6,
76
5

11
,0
59

29
2,
93
4

35
32
0,
14
3

15
年
以
上
20
年
未
満

16
,5
63

32
2,
37
8

8
24
0,
15
0

2,
80
6
28
3,
94
7

1,
07
9
29
8,
41
1

12
,6
65

33
2,
97
3

5
35
8,
02
0

20
年
以
上
25
年
未
満

21
,5
92

35
6,
17
6

12
28
4,
60
8

6,
60
3
32
9,
26
4

1,
82
6
33
7,
35
5

13
,1
50

37
2,
36
8

1
35
9,
70
0

25
年
以
上
30
年
未
満

23
,1
01

37
7,
18
4

5
32
2,
12
0

11
,3
24

35
8,
98
0

1,
54
4
36
4,
56
3

10
,2
28

39
9,
27
0

30
年
以
上
35
年
未
満

20
,1
58

39
0,
07
3

10
35
2,
76
0

11
,4
22

38
0,
72
6

1,
85
3
38
7,
09
3

6,
87
3
40
6,
46
3

35
年
以
上

17
,6
04

39
5,
55
7

31
38
4,
38
4

13
,9
95

39
3,
54
3

1,
70
2
39
8,
16
9

1,
87
6
40
8,
39
1
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５ 地方財政と人件費

１ 地方財政計画（平成31年度）

平成31年度地方財政計画における給与関係経費の状況

平成31年度の地方財政計画の歳出総額は89兆5,930億円であり，平成30年度の地方財政計画の歳出

総額86兆8,973億円と比べ，２兆6,957億円増加している。このうち給与関係経費は20兆3,307億円と

なっており，平成30年度（20兆3,144億円）に比べ，163億円増加している（表－１）。

２ 決算額（平成29年度）

人件費は職員給，退職金，委員等報酬，議員報償手当，地方公務員共済組合等負担金等からなって

いる。平成29年度普通会計における人件費の決算額は22兆4,652億円で，歳出総額に占める割合は22.

9％であり，平成28年度の22兆4,686億円（22.9％）と比べ，歳出総額に占める割合に変化はない（図

－１）。
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図－１　人件費の状況

（％）

（注）「地方財政白書」の純計数値による。
（年度）
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人件費充当一般財源
一般財源総額

人件費充当一般
財源の増減率

一般財源の増減率

図－２　一般財源の充当状況
（％）

（注）「地方財政白書」の純計数値による。
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表―１ 地方財政計画と給与関係経費
（単位：億円・％）

区 分 昭 和
48年度 53 58 63 平

５年度 10 15 20 24 25 26 27 28 29 30 31

地 方 財 政 計 画 額 Ａ 145,510 343,396 474,860 578,198 764,152 870,964 862,107 834,014 818,647 819,154 833,607 852,710 857,593 866,198 868,973 895,930
うち給与関係経費Ｂ 40,679 106,086 136,614 167,212 218,995 234,169 234,383 222,071 209,760 197,479 203,414 203,351 203,274 203,209 203,144 203,307

義務教育関係職員Ｃ 14,670 36,027 46,159 53,990 65,748 68,247 67,311 61,355 58,532 55,627 56,845 56,659 56,326 56,553 56,403 56,255

警 察 職 員 Ｄ 4,624 10,977 14,249 17,593 22,698 25,605 27,254 23,867 23,104 21,929 22,841 23,045 23,251 23,463 23,407 23,543

一 般 職 員 及 び 義
務 制 以 外 の 教 員
並 び に 特 別 職 等

Ｅ

20,736 57,228 74,191 93,848 129,109 139,285 139,131 112,591 106,375 100,135 104,946 105,441 106,105 106,613 107,412 107,812

増 加 率 
Ａ 23.8 19.1 0.9 6.3 2.8 0.0 △ 1.5 0.3 △ 0.8 0.1 1.8 2.3 0.6 1.0 0.3 3
Ｂ 15.5 11.4 1.9 2.2 4.5 0.9 △ 1.1 △ 1.4 △ 1.4 △ 5.9 3.0 △ 0.0 △ 0.0 △ 0.0 △ 0.0 0.1
Ｃ 17.4 10.7 1.0 0.8 3.4 △ 0.8 △ 1.9 0.2 △ 1.6 △ 5.0 2.2 △ 0.3 △ 0.6 0.4 △ 0.3 △ 0.3
Ｄ 16.1 10.3 3.3 2.7 4.5 1.6 0.9 △ 0.1 △ 1.1 △ 5.1 4.2 0.9 0.8 0.9 △ 0.2 0.6
Ｅ 14.2 11.9 2.3 3.1 5.2 1.6 △ 1.1 △ 2.7 △ 1.3 △ 5.9 4.8 0.5 0.6 0.5 0.7 0.4

Ｂ／Ａ 28.0 30.9 28.8 28.9 28.7 26.9 27.2 26.6 25.6 24.1 24.4 23.8 23.7 23.5 23.4 22.7

給与関係経費
の 構 成 割 合

Ｃ／Ｂ 36.1 34.0 33.8 32.3 30.0 29.1 28.7 27.6 27.9 28.2 27.9 27.9 27.7 27.8 27.8 27.7
Ｄ／Ｂ 11.4 10.3 10.4 10.5 10.4 10.9 116.3 10.7 11.0 11.1 11.2 11.3 11.4 11.5 11.5 11.6
Ｅ／Ｂ 51.0 53.9 54.3 56.1 59.0 59.5 59.4 50.7 50.7 50.7 51.6 51.9 52.2 52.5 52.9 53.0

注１） 平成24年度～平成27年度の数値は，地方財政計画（通常収支分）の数値による。
注２） 平成24年度以降のＤ，Ｅの数値は，追加費用（※）を加味した数値である。

※追加費用とは，地方公務員共済の現行制度創設時（昭和37年12月）に，従来の恩給制度から社会保険方式に切り替え
られ，恩給期間分も年金として支給することとされたことを踏まえ，地方公共団体等が負担している費用である。



人件費に対する一般財源の充当状況をみると，平成29年度は28.9％（平成28年度は29.0％）が充当

されており，一般財源総額の３分の１程度を占めている（図－２）。

平成29年度においては，人件費の対前年度増減率は0.0％と，歳出決算額の増減率（0.1％）を下回っ

ているが，人件費を含む義務的経費の歳出総額に占める割合は50.4％と高い水準にあり，財政構造硬

直化の一因となっている。

給与の適正化は各地方公共団体の努力により前進をみているが，なお，一部の団体においては，水

準，制度･運用ともに問題が残されている。したがって，給与の適正化は 給与制度上はもちろん財政

運営の見地から今後とも重要な課題となっている。
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